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独立行政法人国民生活センター第３期中期目標・第３期中期計画（案）・第２期中期計画 比較表 

 

第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

独立行政法人国民生活センター中期目標 

平成２５年２月２８日

独立行政法人国民生活センター（以下「センタ

ー」という。）は、国民生活の安定及び向上に寄

与するため、総合的見地から、国民生活に関する

情報提供及び調査研究を行うとともに、重要消費

者紛争について法による解決のための手続を実

施することを目的としており、消費者基本法（昭

和４３年法律第７８号）第２５条において、消費

生活に関する情報の収集・提供や苦情処理のあっ

せん及び相談等の中核的機関としての役割が明

確に位置付けられている。 

消費者庁の創設とともに施行された消費者安

全法（平成２１年法律第５０号）においては、セ

ンターについて、都道府県及び市町村に対し必要

な援助を行うことや、消費者庁が行う消費者事故

等の情報の集約・分析・公表に関して緊密な連

携・協力を行う等の内容が規定されている。 

消費者を取り巻く環境をみると、情報通信技術

の発展、国際化等による消費生活の多様化・高度

化が進むとともに消費者問題は多様化・複雑化し

ており、消費者と事業者との情報の質・量及び交

渉力に関する格差を縮小し、消費者被害の防止を

独立行政法人国民生活センター中期計画 

 

平成２５年 ３月  日

独立行政法人国民生活センター

 

（序文） 

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３

号）第２９条の規定に基づき、平成２５年２月２

８日付けをもって内閣総理大臣から指示のあっ

た独立行政法人国民生活センター中期目標を達

成するため、同法第３０条の規定に基づき、次の

とおり、独立行政法人国民生活センター中期計画

を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人国民生活センター中期計画 

 

平成２０年 ３月２８日 

（変更）平成２０年１１月１７日 

（変更）平成２１年 ３月１２日 

（変更）平成２１年 ９月 １日 

（変更）平成２４年 ２月 ８日 
独立行政法人国民生活センター 

 

（序文） 

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３

号）第２９条の規定に基づき、平成２１年９月１

日付けをもって内閣総理大臣から指示のあった

独立行政法人国民生活センター中期目標を達成

するため、同法第３０条の規定に基づき、次のと

おり、独立行政法人国民生活センター中期計画を

定める。 
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

図るため、センターは、消費者庁との緊密な連携

の下、国民生活に関する様々な情報の収集・提供

等を行うことが必要とされている。 

また、平成２３年３月に発生した東日本大震災

以降、これまで以上に国民の安全・安心に対する

関心が高まっている。さらに、平成２４年１０月

には、生命又は身体の被害に係る消費者事故等の

原因を究明し、その再発又は拡大の防止を図るた

め、消費者庁に消費者安全調査委員会が設置され

た。これらを受けて、センターは、消費者庁との

連携を強化し、商品テスト等を通じて、生命又は

身体分野の消費者安全の確保に寄与することが

期待される。 

他方、センターを含めた独立行政法人は、厳し

い財政状況の中、事業の一層の効率化を図ること

で、限られた予算の中で質の高い行政サービスを

提供することが求められている。 

したがって、センターが、平成２５年４月から

の中期目標期間中に、引き続き、国、地方公共団

体及び関係機関等と緊密に連携しつつ、消費者問

題に関する中核的実施機関として、その機能の維

持・強化が求められていることを踏まえ、効率的

かつ効果的に質の高い行政サービスを提供して

いくため、この目標を設定する。 

 

１．中期目標の期間 

センターの中期目標の期間は、平成２５年

４月１日から平成３０年３月３１日までの５

年とする。 

 

２．業務の効率化に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本方針） 

独立行政法人国民生活センター（以下「センタ

ー」という。）は、国民生活の安定及び向上に寄

与するため、国及び地方公共団体の関係機関、消

費者団体等と連携し、消費者問題に関する中核的

実施機関として積極的な役割を果たす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本方針） 

独立行政法人国民生活センター（以下「センタ

ー」という。）は、国民生活の安定及び向上に寄

与するため、国及び地方公共団体の関係機関、消

費者団体等と連携し、消費生活情報の収集・提供

等における中核的な機関として積極的な役割を

果たす。 

 

 

 

 

 

 

 

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

(1) 一般管理費（人件費を除く。）について、

毎年度、前年度比３％以上の削減を図る。業

務経費については、毎年度、前年度比１％の

経費の効率化を図る。 

 

 

なお、激変緩和措置を設けた上で平成２４

年度に廃止した借上宿舎制度については、平

成２５年９月末までに激変緩和措置を終了

し、必要に応じて住宅手当を支給する制度に

全面的に移行する。 

 

(2) 総人件費については、政府における総人件

費削減の取組を踏まえ見直すこととし、更な

る業務の効率化や、相談業務等への重点配置

などの人員配置の適正化を図りつつ、非常勤

職員を真に必要な業務に限定するなど、必要

な取組を実施する。 

 

 

 

また、全国消費生活情報ネットワーク・シ

ステム（以下「ＰＩＯ－ＮＥＴ」という。）

の刷新に伴う効率化による総人件費の更な

る削減について検討を行い、平成２７年度の

年度計画に具体的な削減に係る措置を記載

する。 

 

 

 

(3) 給与水準について、国民の理解と納得が得

られるよう、地域・学歴勘案のラスパイレス

（１）一般管理費及び業務経費 

・ 一般管理費（人件費を除く。）については、

毎年度、前年度比３％以上を削減、業務経

費については、毎年度、前年度比１％以上

の削減を行う。 

 

・ 激変緩和措置を設けた上で平成２４年度

に廃止した借上宿舎制度については、平成

２５年９月末までに激変緩和措置を終了

し、住居手当を支給する制度に全面的に移

行する。 

 

（２）人件費 

・ 総人件費については、政府における総人件

費削減の取組を踏まえ見直すために、更な

る業務の効率化や、職員の重点配置を行う

業務の検討等により、人員配置の適正化を

図る。また、同様の主旨で、非常勤職員等

についても、真に必要な業務の精査を行

う。 

 

・ 全国消費生活情報ネットワーク・システム

（以下「ＰＩＯ－ＮＥＴ」という。）の刷

新を行う中で、関連する業務の必要性・効

率性の検討を行い、ＰＩＯ－ＮＥＴ関連業

務に係る総人件費の更なる削減について

平成２７年度の年度計画において具体的

削減に係る措置を講ずる。 

 

 

（３）給与水準 

・ 給与水準について、国家公務員の給与水準

（１）一般管理費及び業務経費 

・ 一般管理費（人件費を除く）については、

毎年度、前年度比３％以上を削減、業務経

費については、毎年度、前年度比１％以上

の削減を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人件費 

・ 総人件費については、簡素で効率的な政

府を実現するための行政改革の推進に関

する法律（平成１８年法律第４７号）等に

基づき、平成２２年度の役職員に係る人件

費の総額を平成１７年度に比べて５％以

上削減する。ただし、退職手当及び福利厚

生費並びに平成１８年度以降の人事院勧

告を踏まえた給与改定分については、削減

対象額から除く。また、国家公務員の給与

構造改革を踏まえた見直しを実施する。さ

らに、「経済財政運営と構造改革に関する

基本方針２００６」（平成１８年７月７日

閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を

踏まえ、人件費改革を平成２３年度まで継

続する。 

 

 

（３）給与水準については、職員の在職地域や学

歴構成等の要因を考慮した国家公務員との
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

指数を１００．０とするほか、組織の活性化

等が図られるよう、年功による昇給が強調さ

れている現行の給与体系を、国家公務員の給

与体系や標準的な民間企業の給与体系も勘

案しつつ、昇格・昇給体系も含めて見直しを

行う。なお、給与水準の適正化に当たっては、

その取組状況や検証結果について公表する。

また、国家公務員の給与見直しが行われた

際は、その動向を見つつ、必要な措置を講じ

る。 

 

 

 

 

 

(4) 契約については、原則として一般競争入札

等によるものとし、以下の取組により、随意

契約の適正化等を推進するものとする。 

また、監事による監査において、入札・契

約の適正な実施についてチェックを受ける

ものとする。 

① センターが策定する「随意契約等見直し

計画」に基づく取組を着実に実施するとと

もに、その取組状況を公表すること。 

② 一般競争入札等により契約を行う場合

であっても、特に企画競争や公募を行う場

合には、競争性、透明性が十分確保される

方法により実施すること。 

③ 契約に係る情報の公開を引き続き推進

すること。 

 

(5) 保有資産の有効活用 

を十分考慮して国民の理解と納得が得ら

れる適正な水準とするため、地域・学歴勘

案のラスパイレス指数を１００．０とす

る。 

 そのほか、組織の活性化等が図られるよ

う、年功による昇給が強調されている現行

の給与体系を、国家公務員の給与体系や標

準的な民間企業の給与体系も勘案しつつ、

昇格・昇給体系も含めて見直しを行う。な

お、給与水準の適正化に当たっては、その

取組状況や検証結果について公表する。 

また、国家公務員の給与見直しが行われた

際は、その動向を見つつ、必要な措置を講

じる。 

 

（４）随意契約等の見直し 

・ 随意契約の適正化を推進するため、「随意

契約等見直し計画」に基づく取組を着実に

実施・公表するとともに、一般競争入札等

により契約を行う場合には、競争性、透明

性が十分確保される方法により実施する。

また、契約に係る情報の公開を引き続き推

進する。さらに、監事による契約内容のチ

ェックにより、入札・契約の適正な実施を

図る。 

 

 

 

 

 

 

（５）保有資産の有効活用 

給与水準差及び事務所の所在地における地

域手当並びに国からの財政支出の大きさ等

の観点から現状の給与水準が適切かどうか

検証を行い、これを維持する合理的な理由

がない場合には必要な措置を講ずることに

より、給与水準の適正化に速やかに取り組

むとともに、その検証結果や取組状況につ

いては公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）随意契約の見直し 

・ 随意契約の適正化を推進するため、「随意

契約見直し計画」に基づく取組を着実に実

施するとともに、一般競争入札等により契

約を行う場合には、競争性、透明性が十分

確保される方法により実施する。また、監

事による契約内容のチェックにより、入

札・契約の適正な実施を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 保有資産の有効活用 
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

① 相模原事務所について、研修施設の活用

方法等を含め、同事務所の在り方について

検討する。 

 

 

 

 

② 東京事務所について、同事務所で実施す

る業務を精査しつつ、移転に向けた取組を

進め、遅くとも東京事務所が合築されてい

る建物に所在するセンター以外の者の移

転時期と同年度内に移転し、国庫納付す

る。 

 

③ 相模原事務所の在り方の検討及び東京

事務所の国庫納付に当たっては、消費者行

政の枠組みにおける他機関の実施するテ

スト等を含めた商品テストの今後の在り

方に関する検討も踏まえつつ、最も効率

的・効果的に業務運営を行うことができる

体制となるよう検討を行う。 

 

(6) 自己収入の拡大・経費の節減 

出版物の販売、研修受講料等について、受

益者負担が適正かどうか検証し、必要に応じ

て見直す。また、研修事業について、地方公

共団体との共催を図るなど経費を節減する。

 

 

 

３．国民に対して提供するサービスその他の業務

の質の向上に関する事項 

① 相模原事務所について、研修施設の活

用方法等を含め、同事務所の在り方につ

いて検討する。 

 

 

 

 

② 東京事務所について、同事務所で実施

する業務を精査しつつ、移転に向けた取

組を進め、遅くとも東京事務所が合築さ

れている建物に所在するセンター以外

の者の移転時期と同年度内に移転し、国

庫納付する。 

 

③ 相模原事務所の在り方の検討及び東京

事務所の国庫納付に当たっては、消費者

行政の枠組みにおける他機関の実施す

るテスト等を含めた商品テストの今後

の在り方に関する検討も踏まえつつ、最

も効率的・効果的に業務運営を行うこと

ができる体制となるよう検討を行う。 

 

（６）自己収入の拡大・経費の節減 

・ 出版物の販売、研修受講料等について、受

益者負担が適正かどうか検証し、必要に応

じて見直す。また、研修事業について、地

方公共団体との共催を図るなど効率化が

見込まれる方法を検討し、経費を節減す

る。 

 

２．国民に対して提供するサービスその他の業務

の質の向上に関する目標を達成するために

① 相模原事務所について、行政機関、大

学、消費者団体等による積極的な利用促

進を図るとともに、施設の企画・管理・

運営業務について平成２１年度より民

間競争入札の対象とし、有効活用を図

る。 

 

② 東京事務所において実施する業務を精

査しつつ、移転を含め、その在り方を検

討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．国民に対して提供するサービスその他の業務

の質の向上に関する目標を達成するために
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

国、地方公共団体及び関係団体との適切な

役割分担と緊密な連携を図りつつ、消費者問題

に関する中核的実施機関として、複雑多様化す

る国民のニーズに応じて一層適時適切に業務

を実施することに重点を置きつつ、以下に掲げ

る課題に取り組むものとする。 

(1) 消費生活情報の収集・分析 

① ＰＩＯ―ＮＥＴの刷新 

ＰＩＯ―ＮＥＴについて、「ＰＩＯ－Ｎ

ＥＴ刷新に関する検討会」中間報告を踏

まえ、相談現場において「記録する道具」

から「消費生活相談を受けながら相談処

理に役立つ道具」へ転換するため、平成

２７年３月末までに業務改善及びシステ

ム改修を行う。 

なお、刷新に当たり、消費者庁ととも

に、地方公共団体等の理解と協力を得て、

入力項目の削減を実施し、仮登録の仕組

みを導入することに加え、相談受付後の

速やかな登録を再度徹底することなどに

より、刷新後における相談受付からＰＩ

Ｏ－ＮＥＴに登録されるまでの平均日数

を１０日以内に短縮することを目指す

（センターが自ら受け付けた相談につい

ては、平均５日以内に短縮する。）。 

また、キーワードの大幅な整理を行っ

た上で、逆引き辞書を作成するとともに、

マニュアルの全面的な見直しを行う。 

 

 

 

 

とるべき措置 

 

 

 

 

 

（１） 消費生活情報の収集・分析・提供 

①ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新 

・ ＰＩＯ―ＮＥＴについて、消費者庁

「ＰＩＯ－ＮＥＴ刷新に関する検討

会」中間報告を踏まえ、相談現場にお

いて「記録する道具」から「消費生活

相談を受けながら相談処理に役立つ

道具」へ転換するため、平成２７年３

月末までに業務改善及びシステム改

修を行う。 

 

・ 刷新に当たり、消費者庁とともに、地

方公共団体等の理解と協力を得て、入

力項目の削減を実施し、仮登録の仕組

みを導入することに加え、相談受付後

の速やかな登録を再度徹底すること

などにより、刷新後における相談受付

からＰＩＯ－ＮＥＴに登録されるま

での平均日数を１０日以内に短縮す

ることを目指す。 

 

・ ＰＩＯ－ＮＥＴ刷新後、センターが自

ら受け付けた相談については、登録ま

での平均日数を５日以内に短縮する。

 

・ キーワードの抜本的な整理を行った

とるべき措置 

 

 

 

 

 

（１） 消費生活情報の収集・分析・提供 

①ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新等 

・ 苦情相談の受付からＰＩＯ－ＮＥＴ

登録までの期間を抜本的に短縮する

ために、苦情相談情報の収集に関する

業務体系を再検討し、消費生活センタ

ーの協力を得て、苦情相談の受付情報

が作成され次第、即時にＰＩＯ－ＮＥ

Ｔへ登録する業務体系への転換を図

る。 

 

・ 上記業務体系の転換を図りつつ、平成

１９年度策定のＰＩＯ－ＮＥＴ最適

化計画を基にＰＩＯ－ＮＥＴシステ

ムを刷新し、消費生活センターの協力

を得て、平成２２年度から運用を開始

する。 

 

 

 

 

・ ＰＩＯ－ＮＥＴの「分類・キーワード」

を平成２０年度中に改定し、平成２１

年度からの運用に供するとともに、今

後、キーワードに依存しない検索手法

の採用も含めて検討する。 
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

 

 

 

 

② 「早期警戒指標」の活用 

消費者被害の未然防止・拡大防止を図

るため、新たな手口・悪質事例等を早期に

明らかにする「早期警戒指標」を活用し、

消費者庁、関係省庁、関係独立行政法人、

消費生活センター等の関係機関等への迅

速な情報提供を行う。 

 

 

 

③ 事故情報データバンクの活用 

事故情報データバンクを活用し、関係

機関等とのネットワークを通じて、当該機

関の保有する重大事故情報等の速やかな

共有化を図るとともに、インターネットを

活用する等、広範囲の消費者情報を収集す

る。また、情報分析能力を強化し、これら

情報の有効活用を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上で、逆引き辞書を作成するととも

に、マニュアルの全面的な見直しを行

う。 

 

②「早期警戒指標」の活用 

・ 消費者被害の未然防止・拡大防止を図

るため、新たな手口や悪質な手口、苦

情相談が急増している事案などを早

期かつ迅速に抽出するための「早期警

戒指標」を活用し、指標に基づく情報

を消費者庁、関係省庁、関係独立行政

法人、消費生活センター等へ定期的に

提供する。 

 

③事故情報データバンクの活用 

・ 事故情報データバンクを活用し、関係

機関等とのネットワークを通じて、当

該機関の保有する重大事故情報等の

速やかな共有化を図るとともに、情報

分析能力を強化し、情報の有効活用を

図る。 

なお、インターネットの活用等による

広範囲の消費者情報の収集について

は、消費者庁の方針を踏まえ、その実

現を図る。 

 

 

 

  （２）③へ 

 

 

 

 

 

 

 

②「早期警戒指標」の整備 

・ 消費者被害の未然防止・拡大防止を図

るため、新たな手口や悪質な手口、苦

情相談が急増している事案などを早

期かつ迅速に抽出するための「早期警

戒指標」を平成２０年度に開発し、指

標に基づく情報を消費者庁、関係省

庁、関係独立行政法人、地方消費生活

センター等へ定期的に提供する。 

 

③「事故情報データバンク」の整備 

・ 「事故情報データバンク」を平成２１

年度までに構築し、関係機関等とのネ

ットワークを通じて、当該機関の保有

する重大事故情報等の速やかな共有

化を図るとともに、インターネットを

活用して、事故情報をヒヤリ･ハット

情報も含めて幅広く収集する。 

 

・ 「事故情報データバンク」に入力され

た情報は、事故の未然防止・拡大防止

を図るため、消費者への情報提供に活

用する。 

 

④「消費者トラブルメール箱」の運用 

・ インターネットを活用して、広く消費

者からトラブル情報を収集するとと

もに、寄せられる情報のうち、多数案
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

 

 

 

 

 

④ 調査研究 

国・地方の消費者政策の企画立案や消

費者行政の国際的展開に資するため、消費

生活に重大な影響を及ぼす問題について、

ＰＩＯ－ＮＥＴ情報等を活用しつつ調査

研究を行うとともに、海外の消費者行政の

動向について情報収集を行い、広く国民に

情報提供する。 

 

(2) 国民への情報提供 

① 報道機関等を通じた情報提供 

ＰＩＯ―ＮＥＴ等に蓄積されている情

報やセンターで処理された苦情相談を分

析し、消費者に同種被害が多数発生してい

る事例、深刻な被害事例等に関する情報を

迅速に分析して取りまとめ、記者説明会を

機動的に開催する。 

 

 

 

 

 

② ホームページ、出版物等による情報提供

ホームページ、出版物等を通じて国民

生活に関する諸問題に関する情報を適時

適切に提供する。特に消費者トラブルメー

ル箱については、寄せられた情報を積極的

 

 

 

 

 

④調査研究 

・ 国・地方の消費者政策の企画立案や消

費者行政の国際的展開に資するため、

消費生活に重大な影響を及ぼす問題

について、ＰＩＯ－ＮＥＴ情報等の活

用や、海外の消費者行政等の動向につ

いての情報収集を通じて、調査研究を

行い、広く国民に情報提供する。 

 

（２）国民への情報提供の強化 

①報道機関等を通じた情報提供 

・ ＰＩＯ－ＮＥＴ等で収集される情報

を迅速に分析して取りまとめ、記者説

明会を機動的に開催することにより、

年間５０件以上の情報提供を行う。 

 

・ 国民への情報提供に当たっては、悪質

商法や製品事故などによる消費者被

害の発生や拡大を防ぐ観点から、事業

者名を含めた公表に積極的に取り組

む。 

 

②ホームページ、出版物等による情報提供 

ア．ホームページ 

・ インターネット技術の動向、情報環境

の融合の度合い等を踏まえつつ、ホー

ムページ利用者の利便性の向上を図

件や新規手口の案件など重要性の高

いものについて、解決策や消費者への

アドバイスを年間５０件以上ホーム

ページ上で提供する。 

 

⑤調査研究 

・ 消費生活に重大な影響を及ぼす問題

について、ＰＩＯ－ＮＥＴ情報等を活

用しつつ調査研究を行い、国・地方の

消費者政策の企画立案に資するとと

もに、広く国民に情報提供する。 

 

 

 

（２）国民への情報提供の強化 

①報道機関等を通じた情報提供 

・ ＰＩＯ－ＮＥＴ等で収集される情報

を迅速に分析してとりまとめ、記者説

明会を機動的に開催することにより、

年間５０件以上の情報提供を行う。 

 

・ 国民への情報提供に当たっては、悪質

商法や製品事故などによる消費者被

害の発生や拡大を防ぐ観点から、事業

者名を含めた公表に積極的に取り組

む。 

 

②ホームページ、出版物等による情報提供 

ア．ホームページ 

・ インターネット技術の動向、情報環境

の融合の度合い等を踏まえつつ、ホー

ムページ利用者の利便性の向上を図
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

に活用し、分析した上で、必要な情報を迅

速かつより分かりやすく提供する。 

また、消費者問題に関する専門情報誌

である「国民生活」をホームページに掲載

するなど、広く国民に周知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

 

・ 緊急性が高い問題については、必要と

される情報を迅速かつ的確に提供す

る。 

 

 

・ 消費者問題に関する専門情報誌であ

る「国民生活」を定期的にホームペー

ジに掲載する。 

 

・ 「国民生活」について、内容の充実と

満足度の向上を図るため、読者等への

アンケート調査を実施し、５段階評価

で４以上の平均満足度の評価を得る。

 

イ．出版物 

・ 国民の日常生活の情報源として「くら

しの豆知識」を年 1回発行し、消費者

情報の普及を図る。 

 

ウ．高齢者や障害者等への情報提供 

・ 高齢者や障害者に加えて、それらの

方々を支援する民生委員や介護関係

者等を対象に、悪質商法や製品事故等

に関するメールマガジン（高齢者版、

子ども版）を発行する。 

 

・ メールマガジン等の情報を活用した

印刷物を作成し、民生委員や介護関係

者、学校等に対して配布し、情報提供

する。 

る。 

 

・ 緊急性が高い問題については、必要と

される情報を迅速かつ的確に提供す

る。 

 

イ．出版物 

・ 消費者問題の専門誌として「月刊国民

生活」を創刊し、定期発行する。 

 

 

・ 「月刊国民生活」について、内容の充

実と満足度の向上を図るため、読者等

へのアンケート調査を実施し、５段階

評価で４以上の満足度の評価を得る。 

 

 

・ 国民の日常生活の情報源として「くら

しの豆知識」を年 1回発行し、消費者

情報の普及を図る。 

 

ウ．高齢者や障害者等への情報提供 

・ 高齢者や障害者に加えて、それらの

方々を支援する民生委員や介護関係

者等を対象に、悪質商法や製品事故等

に関するメールマガジン（高齢者版、

子ども版）を発行する。 

 

・ メールマガジン等の情報を活用した

印刷物を作成し、民生委員や介護関係

者、学校等に対して配布し、情報提供

する。 
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 消費者庁の行う注意喚起への協力 

消費者庁が行う注意喚起について、可

能な限りの媒体を利用して消費者に情報

を提供する。 

 

 

(3) 苦情相談 

① 苦情相談 

専門分野に特化した相談員・職員の配

置や、弁護士・専門技術者等専門家の活用

により消費生活センター等からの経由相

談の解決能力の向上を図るとともに、消費

生活センター等において対応困難な分野

に関する相談対応を積極的に行い、その対

応から得られる知見を消費生活センター

等へ周知する。また、平日バックアップ相

談及び土日祝日相談等を実施し、あっせん

を積極的に行う。 

 

 

 

 

 

③「消費者トラブルメール箱」の運用 

・ インターネットを活用して、広く消費

者からトラブル情報を収集し、寄せら

れる情報のうち、多数案件や新規手口

の案件など重要性の高いものを中心

に迅速に分析した上で、解決策や消費

者へのアドバイスを年間５０件以上

ホームページ上で提供する。 

 

④消費者庁の行う注意喚起への協力 

・ 消費者庁が行う注意喚起について、こ

れまでの情報提供の方法などを含め

て可能な限りの媒体を利用して消費

者に情報を提供する。 

 

（３）苦情相談の充実・強化 

①苦情相談 

ア．経由相談 

・ 専門分野に特化した相談員・職員で構

成されるチーム制を敷くとともに、弁

護士・専門技術者等専門家の活用によ

り消費生活センター等からの経由相

談の解決能力の向上を図る。 

 

・ 消費生活センター等において対応困

難な分野に関する苦情相談や全国的

に共通性のある苦情相談については、

消費生活センターと共同して、または

移送を受けて、事業者との交渉を行

い、相談の統一的な処理に取り組む。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③消費者庁の行う注意喚起への協力 

・ 消費者庁が行う注意喚起について、こ

れまでの情報提供の方法などを含め

て可能な限りの媒体を利用して消費

者に情報を提供する。 

 

（３）苦情相談の充実・強化 

①苦情相談 

ア．経由相談 

・ 専門的な相談の充実・強化を図るた

め、金融・保険、情報通信、特商法等

の分野については、外部専門家、職員、

相談員で構成するチーム制を敷く。 

 

 

・ 全国的に共通性のある苦情相談につ

いては、消費生活センターと共同し

て、または移送を受けて、事業者との

交渉を行い、相談の統一的な処理に取

り組む。 
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 個人情報に関する苦情相談 

個人情報に関する苦情相談について、

「個人情報の保護に関する基本方針」（平

成１６年４月２日閣議決定）に基づき、円

滑かつ的確な処理に資するため、苦情相談

機能を発揮し、また、個人情報に関する苦

情相談の事例を集約・分析し、対応事例集

等を作成すること等により、各種相談機関

における個別の相談事例から得られる知

見を蓄積し、その共有を図るものとする。

 

 

 (4) 裁判外紛争解決手続の実施 

消費者紛争の迅速・適正な解決と同種紛争

の未然防止のため、裁判外紛争解決手続を実

施し、申請から４か月以内に手続を終了する

よう努める。 

 

 

(5) 関係機関への情報提供 

イ．「消費者ホットライン」を活用した地

方支援 

・ 消費生活センター等の支援として、平

日バックアップ相談を実施し、あっせ

んを積極的に行う。 

 

・ 土日祝日に相談窓口を開所していな

い消費生活センター等の支援として、

土日祝日相談を実施し、必要に応じ

て、平日に継続処理を行い、あっせん

を積極的に行う。 

 

②個人情報に関する苦情相談 

・ 個人情報に関する苦情相談について、

「個人情報の保護に関する基本方針」

（平成１６年４月２日閣議決定）に基

づき、円滑かつ的確な処理に資するた

め、苦情相談機能を発揮し、また、セ

ンター及び各種相談機関に蓄積され

た個人情報に関する苦情相談の事例

を集約・分析し、現在の事例集等の改

訂・追補等を行うことにより、情報の

共有を図る。 

 

（４）裁判外紛争解決手続の実施 

・ 消費者紛争の迅速・適正な解決と同種紛争

の未然防止のため、紛争解決委員会におい

て、重要消費者紛争に関し和解の仲介等の

手続を実施し、申請から４か月以内に手続

を終了するよう努める。 

 

（５）関係機関との連携 

イ．直接相談 

 

・ 消費者被害の実態を迅速に把握する

センサー機能を維持する観点から、消

費生活相談員の高い資質の維持に努

めつつ、引き続き直接相談を実施す

る。 

 

 

 

 

 

②個人情報の取扱いに関する苦情相談 

・ 個人情報の取扱いについて、引き続き

消費者から相談を受けるとともに、消

費生活センターからの経由相談にも

積極的に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）裁判外紛争解決手続の実施 

・ 消費者紛争の迅速・適正な解決と同種

紛争の未然防止のために、国民生活セ

ンター法の改正を踏まえ、紛争解決委

員会において、重要消費者紛争に関し

和解の仲介等の手続を実施する。 

 

（５）関係機関との連携 
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

① 消費者庁等への情報提供 

消費者事故等の発生に関して、必要な

事項を適切な方法で消費者庁へ通知する

とともに、財産事案や生命身体事案に係る

情報共有のための会議の場等を通じ、ＰＩ

Ｏ－ＮＥＴ等に蓄積されている情報等の

分析結果や、消費者に同種被害が多数発生

している事例、深刻な被害事例等につい

て、消費者庁との情報共有をより緊密に行

う。また、公共料金の値上げが消費生活に

及ぼす影響の大きさに鑑み、公共料金に関

して受け付けた意見・相談内容等を取りま

とめ、消費者庁へ報告する。 

 

 

 

 

さらに、関係行政機関への情報提供を

積極的に行う。 

 

② 消費生活センター等への情報提供 

ＰＩＯ－ＮＥＴ等の運営、苦情相談に

係る緊急情報の提供、商品テストに係る技

術協力、相談員の研修などを通じ、消費生

活センター等に対し情報提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

①消費者庁等 

・ 消費者事故等の発生に関して、必要な

事項を適切な方法で消費者庁へ通知

するとともに、財産事案や生命身体事

案に係る情報共有のための会議の場

等を通じ、ＰＩＯ－ＮＥＴ等に蓄積さ

れている情報等を分析し、消費者に同

種被害が多数発生している事例、深刻

な被害事例等をとりまとめた結果に

ついて、消費者庁と緊密な情報共有を

図る。 

 

・ 公共料金の値上げが消費生活に及ぼ

す影響の大きさに鑑み、公共料金に関

して受け付けた意見・相談内容等を取

りまとめ、消費者庁へ報告する。 

 

・ 関係行政機関への情報提供を積極的

に行う。 

 

②消費生活センター等 

・ ＰＩＯ－ＮＥＴの安定的運用に資す

るため、「ＰＩＯ－ＮＥＴつうしん」

（相談カードの記載方法やキーワー

ド付与ルール等の周知を目的とした

情報誌）など、ＰＩＯ－ＮＥＴ運営に

関する情報を、随時「消費者行政フォ

ーラム」（ＰＩＯ－ＮＥＴ業務のサポ

ート用電子掲示板）に掲載する。 

 

・ 相談対応等から得られた情報・知見を

迅速に提供するため、「消費生活相談

①消費者庁 

・ 消費者事故等の発生に関して、必要な

事項を適切な方法で消費者庁へ通知

するとともに、ＰＩＯ－ＮＥＴ等に蓄

積されている情報等を分析し、消費者

に同種被害が多数発生している事例、

深刻な被害事例等をとりまとめた結

果について、情報共有のための会議の

場などを通じ、消費者庁と緊密な情報

共有を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 消費者庁を通じて関係行政機関への

情報提供を行う。 

 

②消費生活センター 

・ 消費生活センターとの業務連絡等を

迅速に行うため、ＰＩＯ－ＮＥＴ業務

のサポート用電子掲示板「消費者行政

フォーラム」の活用等、情報提供業務

の在り方について見直しを行う。 

 

 

 

 

・ 現在月１回提供している「消費生活相

談緊急情報」を平成２１年度中に月２
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 行政機関等との情報交流 

法令に基づく迅速かつ厳正な行政処分

等に資するため、消費者利益を侵害する違

法・不当行為の取締り等を行う行政機関等

との間で緊密な情報交換を行う。 

 

 

④ 関係機関等との情報交換等を行い、連携

を図る。 

 

 

 

⑤ 適格消費者団体におけるＰＩＯ－ＮＥ

Ｔの利用について、関係者との調整を踏ま

え、具体化を進めるほか、消費者団体への

情報提供を積極的に行う。 

 

 

 

 

緊急情報」を「消費者行政フォーラム｣

に月２回以上掲載する。 

 

 

・ 相談対応等から得られた情報・知見を

迅速に提供するため、「製品関連事故

情報」を「消費者行政フォーラム」に

毎月掲載する。 

 

 

 

 

③国の行政機関 

・ 法令に基づく迅速かつ厳正な行政処

分等に資するため、消費者利益を侵害

する違法・不当行為について、事業者

情報を含め、行政機関との間で緊密な

情報交換を行う。 

 

④独立行政法人 

・ 関連する独立行政法人との情報共有

を進め、商品テスト、研修等に関し連

携を図る。 

 

⑤消費者団体 

・ 適格消費者団体におけるＰＩＯ－Ｎ

ＥＴの利用について、関係者との調整

を踏まえ、具体化を進めるほか、消費

者団体への情報提供を積極的に行う。

 

⑥法令照会への対応 

・ 裁判所、警察、弁護士会、適格消費者

回発行するとともに、緊急情報を速や

かに提供するために、「消費者行政フ

ォーラム｣に掲載する。 

 

・ 情報提供の充実を図るため、「製品関

連事故情報」の発行回数（現在は隔月

発行）を順次増やして平成２１年度中

に毎月発行とする。また、情報提供の

迅速性や利便性に資するために、平成

２２年度から「消費者行政フォーラ

ム」に掲載する。 

 

③国の行政機関 

・ 消費者利益を侵害する違法・不当行為

について、事業者情報を含め、行政機

関との間で緊密な情報交換を行い、法

令に基づく迅速かつ厳正な行政処分

等に資する。 

 

④独立行政法人 

・ 関連する独立行政法人との情報共有

を進め、商品テスト、研修等に関し連

携を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤法令照会への対応 

・ 裁判所、警察、弁護士会、適格消費者
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 関係行政機関等に対する改善要望 

消費生活相談情報の収集・分析結果等を基

に、関係行政機関等に対して制度等に関する

改善要望を積極的に行う。 

 

(7) 研修 

① 研修 

 

消費生活センター等の相談処理能力等

を高めるため、消費生活相談員と地方公共

団体の職員への研修に重点を置くととも

に、地方公共団体のニーズに積極的に応

じ、その充実を図る。 

 

また、研修の実施に当たっては、各地

の地理的条件に配慮して、地方都市におい

ても実施するとともに、インターネット等

を活用した遠隔研修を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

団体等からの法令に基づく照会に対

して迅速かつ適切に対応する。 

 

８．（９）に移動 

 

 

 

（６）関係行政機関等に対する改善要望 

・ 消費生活相談情報の収集・分析結果等を基

に、関係行政機関等に対して制度等に関す

る改善要望を積極的に行う。 

 

（７）研修の充実 

①地方公共団体職員・消費生活相談員向け

研修への重点化 

・ 消費生活センター等の相談処理能力

等を高めるため、消費生活相談員と地

方公共団体の職員への研修に重点を

置くとともに、地方公共団体のニーズ

に積極的に応じ、その充実を図る。 

 

・ 研修の実施に当たっては、各地の地理

的条件に配慮して、地方都市において

も実施するとともに、インターネット

等を活用した遠隔研修を推進する。 

 

・ 研修コース毎に、受講者に対するアン

ケート調査を実施するとともに、受講

者を派遣した地方公共団体へのアン

ケート調査を実施する。アンケート調

査の結果は研修内容の充実に活用す

るとともに、受講者および地方公共団

団体等からの法令に基づく照会に対

して迅速かつ適切に対応する。 

 

⑥情報公開 

・ 情報公開請求に対して適切に対応す

る。 

 

 

 

 

 

 

（６）研修の充実 

①地方公共団体職員・消費生活相談員向け

研修への重点化 

・ 消費生活センターの相談処理や啓発

の能力を高めるため、地方公共団体の

職員、消費生活相談員を対象とした研

修に重点化を図ることとし、全研修コ

ース数のうち、これらを対象とする研

修を９割以上とする。 

 

 

 

 

 

・ 研修コース毎に、受講者に対するアン

ケート調査を実施するとともに、受講

者を派遣した地方公共団体へのアン

ケート調査を実施する。アンケート調

査の結果は研修内容の充実に活用す

るとともに、受講者および地方公共団
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

 

 

 

 

さらに、消費者行政に関する国家公務

員向けの研修の実施について検討を行う。

 

② 消費生活専門相談員資格認定制度 

資格取得者の資質・能力の維持・向上

を図るため、消費生活センター等での実務

に就いていない資格取得者が資格の更新

を行う際に受講する講座を実施する。 

消費生活専門相談員資格認定試験の実

施に当たっては、各地の地理的条件に配慮

した人材供給を確保していくという観点

から、地方都市においても実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 市場化テストの実施 

 

企業・消費者向けの教育・研修事業に

ついて官民競争入札を実施する。 

 

 

 

(8) 商品テスト 

① 商品テストの実施 

体から５段階評価で平均満足度４以

上の評価を得る。 

 

②国家公務員向け研修の実施 

・ 消費者行政に関する国家公務員向け

の研修の実施について検討を行う。 

 

③消費生活専門相談員資格認定制度 

・ 消費生活センター等において相談業

務に携わる相談員の資質・能力の向上

等を図るため消費生活専門相談員資

格の審査及び認定を行う。 

 

・ 各地の地理的条件に配慮した人材の

供給を確保する観点から、全国１５箇

所以上で資格試験を実施する。 

 

・ 資格取得者の資質・能力の維持・向上

を図るため、消費生活センター等での

実務に就いていない資格取得者が資

格の更新を行う際に受講する講座を

実施する。 

 

④市場化テストの実施 

 

・ 企業・消費者向けの教育・研修事業に

ついて官民競争入札を実施する。 

 

 

 

（８） 商品テストの強化 

①生活実態に即した商品テストの実施 

体から５段階評価で平均満足度４以

上の評価を得る。 

 

 

 

 

 

②消費生活専門相談員資格認定制度 

・ 消費生活センター等において相談業

務に携わる相談員の資質・能力の向上

等を図るため消費生活専門相談員資

格の審査及び認定を行う。 

 

・ 各地の地理的条件に配慮した人材の

供給を確保する観点から、全国１５箇

所以上で資格試験を実施する。 

 

・ 資格取得者の資質・能力の維持・向上

を図るため、消費生活センター等での

実務に就いていない資格取得者が資

格の更新を行う際に受講する講座を

平成２０年度より実施する。 

 

③消費者・企業向け研修への市場化テスト

導入 

・ 消費者団体や企業の消費者対応部門

の職員を対象とする研修の実施・運営

については、平成２１年度に官民競争

入札を導入する。 

 

（７） 商品テストの強化 

①生活実態に即した商品テストの実施 
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

消費者被害の未然防止・拡大防止を図

るため、消費者の生活実態に即して必要な

商品テストを行う。具体的には、注意喚起

のための商品テストを積極的に実施する

とともに、地方公共団体から依頼のあった

相談解決のための商品テストについては、

原則として全てに対応する。また、「消費

者安全法の一部を改正する法律」（平成２

４年法律第７７号）の施行を踏まえ、消費

者事故等の原因究明や情報提供のために、

消費者庁（消費者安全調査委員会を含む。）

からの求めに応じ必要な協力を行う。さら

に、関係機関との連携強化、外部化を進め、

企画立案業務を強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 消費者被害の未然防止・拡大防止を図

るため、消費者の生活実態に即して必

要な商品テストを行う。具体的には、

注意喚起のための商品テストを積極

的に実施し情報提供するとともに、地

方公共団体から依頼のあった相談解

決のための商品テストについては、原

則として全てに対応する。 

 

・ 「消費者安全法の一部を改正する法

律」（平成２４年法律第７７号）の施

行を踏まえ、消費者事故等の原因究明

や情報提供のため、消費者庁（消費者

安全調査委員会を含む。）からの求め

に応じ必要な協力を行う。 

 

・ 商品テストの課題設定及び成果につ

いては、外部有識者による評価を実施

し、その結果を業務に反映させる。 

 

②商品テストの効率的な実施 

・ 我が国全体として必要な商品テスト

が確実かつ効率的に実施されるよう、

独立行政法人、研究機関、大学等の関

係機関との連携を強化し、それぞれの

機関が保有する専門的な知見や技

術・技能等を活用するとともに、定型

的な規格・基準に基づくテストや専門

性の高いテストなどについて、試験研

究機関等への外部化を図る。また、消

費生活センター等では対応が困難な

テストの実施に努める。 

・ 事故状況や使用条件を反映した商品

テストを機動的かつ効率的に実施し

情報提供することにより、重大製品事

故や偽装表示などによる消費者被害

の未然防止・拡大防止を図る。 

 

 

 

 

・ 消費者事故等の原因究明を図るため

に、消費者庁からの求めに応じ必要な

協力を行う。 

 

 

 

 

・ 商品テストの課題設定及び成果につ

いては、外部有識者による評価を実施

し、その結果を業務に反映させる。 

 

②商品テストの効率的な実施 

・ 我が国全体として必要な商品テスト

が確実かつ効率的に実施されるよう、

独立行政法人、研究機関、大学等の関

係機関との連携を強化し、それぞれの

機関が保有する専門的な知見や技

術・技能等を活用するとともに、定型

的な規格・基準に基づくテストや専門

性の高いテストなどについて、試験研

究機関等への外部化を図る。また、消

費生活センター等では対応が困難な

テストの実施に努める。 
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

 

② 商品テストの実施機関情報の収集・提供

中核的機関として、商品テストの実施

機関、実施状況等の情報を全国的に収集

し、新たにデータベースを構築するなどに

より、地方公共団体等に提供する役割を積

極的に果たす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9) 震災からの復興に向けた取組 

東日本大震災からの復興を支援するため、

以下の取組を実施する。 

① 食品と放射性物質に関する情報など、震

災に関連する消費生活情報を収集し、ホー

ムページ等を通じ、情報提供を積極的に行

う。 

 

② 消費生活相談員や行政職員等に対する

研修において、食品と放射能等に関連する

講義を積極的に行う。 

 

③商品テスト実施機関等の情報収集・提供 

・ テスト実施機関が実施可能な対象商

品や試験内容、保有する施設・機器な

どの情報及び消費生活センター等の

商品テスト実施状況等の情報を収集

し、ホームページ等を通じて提供す

る。 

 

・ 地方公共団体等に対しては、新たにデ

ータベースを構築するなど情報提供

に係る手段を検討・実施することによ

り、中核的機関としての役割を積極的

に果たす。 

 

（12）へ 

 

 

 

 

 

（９）震災からの復興に向けた取組 

・ 東日本大震災からの復興を支援するため、

以下の取組を実施する。 

① 食品と放射性物質に関する情報など、震

災に関連する消費生活情報を収集し、ホー

ムページ等を通じ、情報提供を積極的に行

う。 

 

② 消費生活相談員や行政職員等に対する

研修において、食品と放射能等に関連する

講義を積極的に行う。 

 

③商品テスト実施機関の情報収集・提供 

・ テスト実施機関が実施可能な対象商

品や試験内容、保有する施設・機器な

どの情報を収集し、毎年度、ホームペ

ージを通じて情報提供する。 

・ 消費生活センター等で実施した商品

テスト情報を収集し、情報提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

（８）中核機関としての役割強化 

消費者庁が中心となって、センターの業

務及び組織の整備、関係機関等との役割分

担・連携等の具体的な方策に関し検討を行

った結果を踏まえ、適切に対応する。 
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

 

③ 放射性物質に関する検査について、引き

続き地方公共団体における実施体制を支

援するとともに、地方公共団体からの依頼

に基づく検査を積極的に実施する。 

 

④ その他、消費者庁と連携の上、必要な施

策を適切に実施する。 

 

(10) 消費者教育の推進 

「消費者教育の推進に関する法律」（平成

２４年法律第６１号）の施行を踏まえ、消費

者教育に関する以下の取組を実施する。 

 

① 高齢者、障害者等への支援を行う者に対

する研修の実施、情報の提供等（第１３条

第１項関係） 

 

 

 

② 消費生活相談実例等の消費者教育への

活用（第１３条第２項関係） 

 

 

③ 消費生活相談員等への研修の実施（第１

６条第１項関係） 

 

 

④ 先進的な取組に関する情報等の収集及

び提供(第１８条第１項関係) 

 

 

 

③ 放射性物質に関する検査について、引き

続き地方公共団体における実施体制を支

援するとともに、地方公共団体からの依頼

に基づく検査を積極的に実施する。 

 

④ その他、消費者庁と連携の上、必要な施

策を適切に実施する。 

 

（10）消費者教育の推進 

・ 消費者教育の推進に関する法律（平成２４

年法律第６１号）が施行されたことを踏ま

え、消費者教育に関する以下の取組を実施

する。 

① 高齢者、障害者等への支援を行う民生委

員等が地域で消費者教育を拡げていくこ

とができるよう、消費生活相談員等を対象

として、民生委員等への研修を行う講師を

養成するとともに、情報提供等を行う。 

 

② ＰＩＯ－ＮＥＴ情報等の収集・分析を通

じ、消費生活相談実例等を消費者教育に関

する研修・普及啓発等に活用する。 

 

③ 消費者教育に関する専門的知識を習得

させるために消費生活相談員等への研修

を実施する。 

 

④ 消費者教育に関する先進的な取組に関

する情報等を収集し、ホームページ等を通

じて提供する。 
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

(11) 地方公共団体に対する支援 

上記の取組のほか、以下の取組等を通じ

て、都道府県及び市町村における消費者行政

への支援を強化する。 

① 巡回訪問 

相談体制の強化のため、市町村の消費

生活相談窓口における経験の浅い相談員

に対する消費生活相談専門家の巡回訪問

について、都道府県が主体となって引き続

き実施できるよう、都道府県と連携を図

り、「巡回訪問事業」の質の向上及び円滑

な運営に対する支援を行う。 

 

② ＰＩＯ－ＮＥＴの追加配備 

地方公共団体からの要望を踏まえ、Ｐ

ＩＯ－ＮＥＴの追加配備を適切に実施す

る。 

 

(12) 中核機関としての役割の強化 

センターの業務及び組織の整備、関係機関

等との役割分担・連携等の具体的な方策に関

する検討結果を踏まえ、適切に対応する。 

 

 

４．財務内容の改善に関する事項 

「２．業務運営の効率化に関する事項」で

定めた事項について配慮した中期計画の予算

を作成し、当該予算の範囲で業務運営を行うこ

と。 

なお、毎年の運営費交付金額の算定につい

ては、運営費交付金債務残高の発生状況にも留

意した上で、厳格に行うものとする。 

（11）地方公共団体に対する支援 

・ 上記の取組のほか、以下の取組等を通じ

て、都道府県及び市町村における消費者行

政への支援を強化する。 

① 巡回訪問 

・ 相談体制の強化のため、市町村の消費

生活相談窓口における経験の浅い相

談員に対する指導経験豊富な相談員

の「巡回訪問」について、都道府県が

実施できるよう、都道府県と連携を図

り、「巡回訪問事業」の質の向上及び

円滑な運営に対する支援を行う。 

 

② ＰＩＯ－ＮＥＴの追加配備 

・ 地方公共団体からの要望を踏まえ、Ｐ

ＩＯ－ＮＥＴの追加配備を適切に実

施する。 

 

（12）中核機関としての役割強化 

・ センターの業務及び組織の整備、関係機関

等との役割分担・連携等の具体的な方策に

関する検討結果を踏まえ、適切に対応す

る。 

 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及

び資金計画 

・ 別紙１から別紙３までのとおり。 

・ 毎年の運営費交付金額の算定については、

運営費交付金債務残高の発生状況にも留

意した上で、厳格に行うものとする。 

 

 

（９）地方公共団体に対する支援 

 

 

 

 

・ 地方の消費生活相談体制の強化を図

るため、研修等の機会の拡充に加え、

経験豊富な相談員等を巡回させ、現地

の相談員に対し助言を行うこと等に

より、地方公共団体に対する支援を強

化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及

び資金計画 

別紙１から別紙３のとおり（省略） 
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．その他業務運営に関する重要事項 

 

４．短期借入金の限度額 

・ 短期借入金の限度額は、７億円とし、運営

費交付金の資金の出入に時間差が生じた

場合、不測の事態が生じた場合等に充てる

ために用いるものとする。 

 

５．不要財産又は不要財産となることが見込まれ

る財産がある場合の当該財産の処分に関す

る計画 

・ 東京事務所について、同事務所で実施する

業務を精査しつつ、移転に向けた取組を進

め、遅くとも東京事務所が合築されている

建物に所在するセンター以外の者の移転

時期と同年度内に移転し、国庫納付する。

 

 

６．重要な財産の処分等に関する計画 

・ 重要な財産の処分等に関する計画の見込

みはない。 

 

７．剰余金の使途 

（１）商品テスト業務に係る検査・分析機器等を

充実させるための更新・整備 

 

（２）情報の収集及び提供に係る高度情報化を図

るための機器等の整備 

 

（３）施設・設備の質的向上及び老朽化対応のた

めの改修・整備 

 

８．その他業務運営に関する事項 

 

４．短期借入金の限度額 

・ 短期借入金の限度額は、７億円とし、運

営費交付金の資金の出入に時間差が生じ

た場合、不測の事態が生じた場合等に充て

るために用いるものとする。 

 

５．不要財産の処分に関する計画 

 

 

・ 平成２０年度補正予算（第２号）により

措置された「生活対策」の消費者政策強

化対策に係る経費のうち、平成２４年度

末までの所要見込み額を除いた額を、平

成２３年度中に不要財産として国庫納

付する。 

 

６．重要な財産の処分等に関する計画 

・ 重要な財産の処分等に関する計画の見込

みはない。 

 

７．剰余金の使途 

（１）商品テスト業務に係る検査・分析機器等を

充実させるための更新・整備 

 

（２）情報の収集及び提供に係る高度情報化を図

るための機器等の整備 

 

（３）施設・設備の質的向上及び老朽化対応のた

めの改修・整備 

 

８．その他内閣府令で定める業務運営に関する事
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 消費者問題に関する更なる専門性の醸成 

地方公共団体との人事交流や消費者団体

での実務体験などを通じ、センター職員に多

方面の業務を経験させることにより、職員の

専門性の更なる向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）施設・設備に関する計画 

・ 施設・設備に関する計画の見込みはない。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人事に関する計画 

・ 地方公共団体との人事交流や消費者団体

での実務体験などを通じ、センター職員に

多方面の業務を経験させることにより、職

員の専門性の更なる向上を図る。 

 

 

（３）中期目標期間を超える債務負担 

・ 当期中期目標期間中のセンター業務を効

率的に実施するために、コンピュータの賃

貸借について、次期中期目標期間にわたっ

て契約を行うことがある。 

 

（４）積立金の処分に関する事項 

・ 前期中期目標期間の最終年度における積

立金残高のうち、当期中期目標期間におけ

る積立金として整理する金額を厳格に算

出し、内閣総理大臣の承認を受けるものと

項 

（１）施設・設備に関する計画 

 

平成２０年度～平成２４年度 

施設・設備 

の内容 

予定額 

（百万円）
財   源 

東京事務所 

耐震改修工事
３５４ 

施設整備費 

補助金 

 

（注）金額については見込である。 

   なお、上記のほか、業務の実施状況及び施

設・設備の老朽化度合いを勘案した施設整備

が追加されることがあり得る。 

 

（２）人事に関する計画 

・ 業務運営の効率化により、常勤職員の増

加抑制に努める。 

・ 第１期中期計画に引き続き、職員の資質

向上と業務の効率化に資するため、各種研

修会に参加して研鑽を図る。 

 

（３）中期目標期間を超える債務負担 

・ 中期目標期間中のセンター業務を効率的

に実施するために、コンピュータの賃貸借

について、次期中期目標期間にわたって契

約を行うことがある。 

 

（４）積立金の処分に関する事項 

なし 
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第３期中期目標 第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

 

 

 

(2) 情報セキュリティ対策 

政府の方針を踏まえ、情報セキュリティ対

策の向上を図る。 

 

(3) 事業の審査及び評価 

各事業の審査及び評価について、外部評価

の仕組みについて検討し、導入する。 

 

 

(4) 国際協力 

海外からの研修生の受け入れや海外への

講師派遣等の要請に積極的に対応する。 

 

(5) 内部統制の充実・強化 

内部統制について、総務省「独立行政法人

における内部統制と評価に関する研究会」報

告書や政策評価・独立行政法人評価委員会の

意見を参考にしつつ、さらに充実・強化を図

る。 

 

する。当該金額を控除した残余の額につい

ては、国庫納付する。 

 

（５）情報セキュリティ対策 

・ 政府の方針を踏まえ、情報セキュリティ対

策の向上を図る。 

 

（６）事業の審査及び評価 

・ 各事業の審査及び評価について、外部評価

の仕組みについて検討し、必要性の高い事

業から導入する。 

 

（７）国際協力 

・ 海外からの研修生の受け入れや海外への

講師派遣等の要請に積極的に対応する。 

 

（８）内部統制の充実・強化 

・ 内部統制について、総務省「独立行政法人

における内部統制と評価に関する研究会」

報告書や政策評価・独立行政法人評価委員

会の意見を参考にしつつ、さらに充実・強

化を図る。 

 

（９）情報公開 

・ 情報公開請求に対して適切に対応する。 

 



1 

 

 

独立行政法人国民生活センター 第３期中期計画（案）・第２期中期計画 別紙 比較表 

 

 

第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

別紙１

中期計画予算 

平成２５年度～平成２９年度 

（単位：百万円）

区   別 金   額 

収 入 

 運営費交付金 

  

自己収入 

前中期目標期間繰越積立金取崩収入 

 

計 

１３，７１０

５５４

９１４

１５，１７８

支 出 

 業務経費等 

 一般管理費 

 人件費 

  

 

 

計 

８，２５５

９２２

６，００１

１５，１７８

（注）各欄の積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。 

別紙１ 

中期計画予算 

平成２０年度～平成２４年度 

（単位：百万円） 

区   別 金   額 

収 入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 自己収入 

 

 

計 

 

２３，８９３ 

３５４ 

７１９ 

 

 

２４，９６６ 

支 出 

 業務経費 

 一般管理費 

 人件費 

 施設整備費 

国庫納付金 

 

計 

 

１１，２８５ 

１，０７３ 

６，４１７ 

３５４ 

５，８３７ 

 

２４，９６６ 

（注１）各欄の積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。 

資料２ 

（別紙） 
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第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

 

【人件費の見積り】 

期間中総額４，８６８百万円を支出する。 

ただし、上記の金額は、役員報酬（非常勤役員給与を除く。）並びに職員基本

給、職員諸手当及び超過勤務手当に相当する範囲の費用である。 

 

 

【運営費交付金の算定ルール】 

・ 毎事業年度の運営費交付金については、以下の数式により決定する。 

運営費交付金＝人件費+（業務経費+一般管理費）×β（消費者物価指数）－自己

収入＋ε（特殊要因増減） 

人件費＝（基本給等＋社会保険料負担金＋児童手当拠出金）×γ＋退職手当 

 

基本給等＝前年度の（役員報酬＋職員基本給＋職員諸手当＋超過勤務手当） 

業務経費＝前年度の業務経費相当額×α１×δ 

一般管理費＝前年度の一般管理費相当額×α２ 

 

【注記】 

 

 

業務経費の効率化係数（α１）：各事業年度予算編成過程において、当該事業年

度における具体的な係数値を決定。 

一般管理費の効率化係数（α２）：各事業年度予算編成過程において、当該事業

年度における具体的な係数値を決定。 

消費者物価指数（β）：各事業年度予算編成過程において、当該事業年度におけ

る具体的な係数値を決定。 

 

【人件費の見積り】 

期間中総額５,００８百万円を支出する。 

ただし、上記の金額は、役員報酬（非常勤役員給与を除く。）並びに職員基本

給、職員諸手当及び超過勤務手当に相当する範囲の費用である。 

 

 

【運営費交付金の算定ルール】 

・ 毎事業年度の運営費交付金については、以下の数式により決定する。 

運営費交付金＝人件費+（業務経費+一般管理費）×β（消費者物価指数）－自己

収入＋ε（特殊要因増減） 

人件費＝（基本給等＋社会保険料負担金＋児童手当拠出金）×α１×γ＋退職手

当 

基本給等＝前年度の（役員報酬＋職員基本給＋職員諸手当＋超過勤務手当） 

業務経費＝前年度の業務経費相当額×α２×δ 

一般管理費＝前年度の一般管理費相当額×α３ 

 

【注記】 

人件費の効率化係数（α１）：各事業年度予算編成過程において、当該事業年度

における具体的な係数値を決定。 

業務経費の効率化係数（α２）：各事業年度予算編成過程において、当該事業年

度における具体的な係数値を決定。 

一般管理費の効率化係数（α３）：各事業年度予算編成過程において、当該事業

年度における具体的な係数値を決定。 

消費者物価指数（β）：各事業年度予算編成過程において、当該事業年度におけ

る具体的な係数値を決定。 



3 

 

第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

人件費調整係数（γ）：各事業年度の予算編成過程において給与昇給率等を勘案

して、当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

政策係数（δ）：国民に対して提供するサービスへの対応への必要性、独立行政

法人の評価委員会による評価等を総合的に勘案し、各事業年度の

予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を

決定。 

特殊要因（ε）：法改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由に

より、特定の年度に一時的に発生する資金需要 

 

 

【中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等】 

 

 

・業務経費の効率化係数（α１）：平成２５年度は０．９８２０６５、平成２６

年度以降は、０.９９と仮定した。 

・一般管理費の効率化（α２）：中期計画期間中は、０.９７と仮定した。 

・消費者物価指数（β）：中期計画期間中は１.００と仮定した。 

・人件費調整係数（γ）：平成２５年度は０．９１７９７２、平成２６年度は１.

０８９３５７、平成２７年度以降は１．００と仮定した。

・政策係数（δ）：中期計画期間中は１.００と仮定した。 

 

【業務経費等について】 

業務経費等には、センターが国に移管される場合に必要となる経費を含む。なお、

センターが国に移管される場合に必要となる経費については、不用と判断された場

合は、遅滞なく国庫納付する。 

 

人件費調整係数（γ）：各事業年度の予算編成過程において給与昇給率等を勘案

して、当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

政策係数（δ）：国民に対して提供するサービスへの対応への必要性、独立行政

法人の評価委員会による評価等を総合的に勘案し、各事業年度の

予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を

決定。 

特殊要因（ε）：法改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由に

より、特定の年度に一時的に発生する資金需要 

 

 

【中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等】 

・人件費の効率化係数（α１）：平成２０年度は前年度０.９８、平成２１年度以

降は対前年度０.９９と仮定した。 

・業務経費の効率化係数（α２）：中期計画期間中は、０.９９と仮定した。 

 

・一般管理費の効率化（α３）：中期計画期間中は、０.９７と仮定した。 

・消費者物価指数（β）：中期計画期間中は１.００と仮定した。 

・人件費調整係数（γ）：平成２０年度は１.００５５９、平成２１年度以降は１.

００と仮定した。 

・政策係数（δ）：平成２０年度は１.０７５５９５４、平成２１年度以降は１.

００と仮定した。 
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第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

別紙２

収支計画 

平成２５年度～平成２９年度 

（単位：百万円）

区   別 金   額 

費用の部 

 経常費用 

  業務経費 

  一般管理費 

  人件費 

  減価償却費 

 財務費用 

 臨時損失 

 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 自己収入 

 資産見返運営費交付金戻入 

 臨時利益 

 

純利益（△純損失） 

前期中期目標期間繰越積立金取崩額 

目的積立金取崩額 

総利益 

１５，８７８

１５，８７８

８，２５５

９２２

６，００１

７００

０

０

１４，９６４

１３，７１０

５５４

７００

０

△９１４

９１４

０

０

（注）各欄の積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。 

別紙２ 

収支計画 

平成２０年度～平成２４年度 

（単位：百万円） 

区   別 金   額 

費用の部 

 経常費用 

  業務経費 

  一般管理費 

  人件費 

  減価償却費 

 財務費用 

 臨時損失 

 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 自己収入 

 資産見返運営費交付金戻入 

 臨時利益 

 

純利益 

 

目的積立金取崩額 

総利益 

１８，８９２ 

１８，８９２ 

１１，０１３ 

１，０７３ 

６，４１７ 

３８８ 

０ 

０ 

 

１８，８９２ 

１７，７８５ 

７１９ 

３８８ 

０ 

 

０ 

 

０ 

０ 

（注）各欄の積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

 

【注記】 

当法人における退職手当については、役員退職手当支給規程及び職員退職手当支給

規程に基づいて支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源と

するものと想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注記】 

当法人における退職手当については、役員退職手当支給規程及び職員退職手当支給

規程に基づいて支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源と

するものと想定している。 
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第３期中期計画（案） 第２期中期計画 

別紙３

資金計画 

平成２５年度～平成２９年度 

（単位：百万円）

区   別 金   額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

１５，１７８

１５，１７８

０

０

０

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  自己収入 

 投資活動による収入 

   

 財務活動による収入 

   

 前期中期目標期間よりの繰越金  

１５，１７８

１４，２６４

１３，７１０

５５４

０

０

９１４

（注）各欄の積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

 

別紙３ 

資金計画 

平成２０年度～平成２４年度 

（単位：百万円） 

区   別 金   額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

２４，９６６ 

１８，５０３ 

６２６ 

５，８３７ 

０ 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  自己収入 

 投資活動による収入 

  施設整備費補助金による収入 

 財務活動による収入 

   

 前期中期目標期間よりの繰越金  

２４，９６６ 

２４，６１２ 

２３，８９３ 

７１９ 

３５４ 

３５４ 

０ 

 

０ 

（注）各欄の積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

 

 

 


